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イタリアの財政衝突は秋に持ち越し  

 ～秋の本格交戦を前に一時停戦～ 

第一生命経済研究所 調査研究本部 経済調査部 

主席エコノミスト 田中 理（℡：03-5221-4527） 

 

◇ 先月イタリアに対して財政赤字の是正手続きの開始を示唆した欧州委員会は、イタリア政府が赤

字抑制策を発表し、2019年の財政見通しを修正したことを受け、手続き開始の勧告を見送った。

但し、2020年についてはＶＡＴ増税の撤回とフラット税の導入を計画しており、今回を遥かに上

回る赤字抑制策が必要。来年度の予算審議が本格化する秋にＥＵとの対立が再燃する公算。 

 

欧州委員会は３日、財政規律違反の恐れがあるイタリアに対して、最終的に制裁発動につながる

「過剰な赤字手続き（ＥＤＰ）」を開始する勧告を見送った。同委員会は６月５日、2018年の実績

データに基づき、イタリアの財政再建への取り組みが不十分として、債務基準に照らしたＥＤＰの

開始が妥当との判断を下していた（詳しくは６月６日付けレポート「ＥＵがイタリアに宣戦布告」

を参照されたい）。ＥＵの経済財務委員会が同月11日、イタリア政府に対して財政規律を遵守する

うえで必要な措置を採ることを要請。これを受けてイタリア政府は今月１日、総額76億ユーロ（Ｇ

ＤＰ比0.43％）相当の赤字削減措置を通じて、2019年の財政赤字の対ＧＤＰ比率の計画を当初の

2.4％から2.04％に引き下げることを発表した。赤字抑制は、当初計画を上回る歳入実績、最低所得

補償と年金改革の一部見直し、一部歳出の凍結決定、一過性の歳入増などによるもの。ＥＵが財政

規律の監視対象として重視する構造的財政赤字（景気変動と一過性の要因の影響を除いた財政赤字）

も、当初計画での赤字拡大から赤字縮小に変更された。９日にイタリアのＥＤＰ入りの是非を判断

するＥＵ経済財務閣僚理事会を控えるなか、こうしたイタリア政府の対応を受け、欧州委員会は昨

年冬に続き、ＥＤＰの開始を見送る決断をした。 

イタリア政府は１日の書簡で、2020年についてもＥＵの財政規律が要求する構造的財政赤字の削

減を継続することを示唆している。ただ、2020年に実施予定の付加価値税（ＶＡＴ）の引き上げを

方針を撤回することを示唆し、包括的な歳出見直しと税制改正、2019年同様に最低所得補償と年金

改革による歳出抑制などで、その財源を捻出するとしている。加えて、連立政権内で発言力を増す

同盟のサルビーニ党首は、同党の公約であるフラット税の本格導入に意欲をみせている。ＶＡＴの

増税撤回で2020年の財政赤字は100億ユーロ近く膨らむことが予想され、フラット税の導入にも100

～150億ユーロ程度の代替財源の捻出が必要とみられている。来年度の予算審議が本格化する秋に、

財政運営を巡るＥＵとの対立が再び表面化する可能性は高い。今後の日程を確認しておくと、イタ

リア政府は９月27日までに修正後の経済財政文書（ＤＥＦ）を発表し、10月15日までに来年度の予

算案を欧州委員会に提出する。欧州委員会は11月末までに予算案に対する意見を表明し、イタリア

議会は12月末までに欧州委員会の意見を反映した予算案を議会で可決する必要がある。昨年は「と

りわけ重大な規律違反がある」として、10月23日にイタリア政府に予算の再提出を求めた。 
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